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議 案 

議案第 60 号 下水道事業の地方公営企業法の全部適用に伴う関係条例の整備

に関する条例の制定について 

議案第 61 号  浜田市コミュニティー防災センター条例の一部を改正する条例

について 

議案第 62 号  浜田市職員定数条例の一部を改正する条例について 

議案第 63 号  浜田市災害派遣手当等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

議案第 64 号  浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例について 

議案第 65 号  浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例について 

議案第 66 号  浜田市石州和紙会館条例の一部を改正する条例について 

議案第 67 号  浜田市国民宿舎千畳苑条例の一部を改正する条例について 

議案第 68 号  浜田市美又温泉国民保養センター条例の一部を改正する条例に

ついて 

議案第 69 号  浜田市旭温泉あさひ荘条例の一部を改正する条例について 

議案第 70 号  浜田市地域定住住宅条例の一部を改正する条例について 

議案第 71 号  浜田市火災予防条例の一部を改正する条例について 

議案第 72 号  指定管理者の指定について（浜田市天狗石農村公園） 

議案第 73 号  指定管理者の指定について（山陰浜田港公設市場） 

議案第 74 号  指定管理者の指定について（浜田市木田暮らしの学校） 

議案第 75 号  工事請負契約の変更について（浜田市高速情報通信基盤整備引込

宅内工事（金城町地内外）） 

議案第 76 号  令和 5 年度浜田市一般会計補正予算（第 5 号） 

議案第 77 号 令和 5 年度浜田市一般会計補正予算（第 6 号） 

議案第 78 号 令和 5 年度浜田市農業集落排水事業特別会計補正予算（第 1 号） 

議案第 79 号 令和 5 年度浜田市水道事業会計補正予算（第 1 号） 

議案第 80 号 令和 5 年度浜田市工業用水道事業会計補正予算（第 1 号） 

議案第 81 号 令和 5 年度浜田市公共下水道事業会計補正予算（第 2 号） 

同 意 第 5 号 浜田市農業委員会委員の任命について 
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議案第 60 号 

 

下水道事業の地方公営企業法の全部適用に伴う関係条例の整備に関す

る条例の制定について 

 

下水道事業の地方公営企業法の全部適用に伴う関係条例の整備に関する

条例を次のように定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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下水道事業の地方公営企業法の全部適用に伴う関係条例の整備に関す

る条例 

 

（浜田市附属機関設置条例の一部改正） 

第 1 条 浜田市附属機関設置条例（平成 17 年浜田市条例第 18 号）の一部を

次のように改正する。 

別表市長の部浜田市下水道審議会の項を削る。 

（浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部改正） 

第 2 条 浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（平成 20 年浜田市条例第 37 号）の一部を次のように改正する。 

第 1 条中「第 203 条の 2 第 4 項」を「第 203 条の 2 第 5 項」に改める。 

別表浜田市下水道審議会委員の項を削り、同表浜田市水道事業審議会委

員の項中「浜田市水道事業審議会委員」を「浜田市上下水道事業審議会委

員」に改める。 

（浜田市私法上の債権の放棄に関する条例の一部改正） 

第 3 条 浜田市私法上の債権の放棄に関する条例（平成 21 年浜田市条例第

36 号）の一部を次のように改正する。 

第 3 条前段中「又は工業用水道事業」を「、工業用水道事業又は下水道

事業」に改め、同条後段中「又は工業用水道事業」を「、工業用水道事業

の管理者の権限を行う市長又は下水道事業」に改める。 

（浜田市特別会計条例の一部改正） 

第 4 条 浜田市特別会計条例（平成 17 年浜田市条例第 66 号）の一部を次の

ように改正する。 

第 1 条中「次の各号に掲げる特別会計を当該各号に定める目的のため」

を「駐車場事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、駐車場事業特

別会計を」に改め、同条各号を削る。 

第 2 条中「前条第 1 号に掲げる特別会計」を「駐車場事業特別会計」に

改める。 

（浜田市公共下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第 5 条 浜田市公共下水道事業の設置等に関する条例（令和元年浜田市条例

第 38 号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

浜田市下水道事業の設置等に関する条例 
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第 1 条中「浜田市公共下水道事業」を「下水道事業」に改める。 

第 2 条の見出し中「公共下水道事業」を「下水道事業」に改め、同条中

「浜田市公共下水道事業（以下「下水道事業」という。）」を「次に掲げる

下水道事業」に改め、同条に次の各号を加える。 

⑴ 公共下水道事業 

⑵ 農業集落排水事業 

⑶ 漁業集落排水事業 

⑷ 生活排水処理事業 

第 3 条の見出し中「財務規定等の」を「全部」に改め、同条中「第 2 条

第 2 項に規定する財務規定等」を「の規定の全部」に改める。 

第 8 条を第 9 条とし、第 5 条から第 7 条までを 1 条ずつ繰り下げる。 

第 4 条第 2 項中「下水道事業」を「公共下水道事業」に改め、同条に次

の 2 項を加える。 

3  農業集落排水事業及び漁業集落排水事業の処理区域は、浜田市集落排

水施設条例（平成 17 年浜田市条例第 236 号）別表第 1 に掲げるとおり

とする。 

4  生活排水処理事業の処理区域は、浜田市個別浄化槽条例（平成 17 年浜

田市条例第 241 号）第 3 条に規定する設置区域とする。 

第 4 条を第 5 条とし、第 3 条の次に次の 1 条を加える。 

（組織） 

第 4 条 法第 7 条ただし書及び令第 8 条の 2 の規定に基づき下水道事業に

管理者を置かないものとする。 

2  法第 14 条の規定に基づき下水道事業の管理者の権限に属する事務を

処理するため、上下水道部を置く。 

別表中「第 4 条」を「第 5 条」に改める。 

（浜田市公共下水道条例の一部改正） 

第 6 条 浜田市公共下水道条例（平成 17 年浜田市条例第 233 号）の一部を

次のように改正する。 

第 2 条の 3 第 3 号及び第 5 号、第 2 条の 4 第 1 号、第 2 条の 5 第 2 号並

びに第 2 条の 7 第 6 号中「規則」を「規程」に改める。 

第 3 条ただし書中「市長」を「下水道事業の管理者の権限を行う市長（以

下「管理者」という。）」に改める。 

第 4 条第 2 号中「規則」を「規程」に改め、同条第 3 号中「市長」を「管

理者」に改める。 
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第 5 条第 1 項中「規則」を「規程」に、「市長」を「管理者」に改め、同

条第 2 項中「市長」を「管理者」に改める。 

第 6 条中「規則」を「規程」に、「市長」を「管理者」に改める。 

第 7 条第 1 項中「市長」を「管理者」に改め、同条第 2 項中「規則」を

「規程」に改める。 

第 8 条第 2 項及び第 10 条第 2 項中「規則」を「規程」に改める。 

第 11 条及び第 12 条中「規則」を「規程」に、「市長」を「管理者」に改

める。 

第 13 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 14 条中「規則」を「規程」に、「市長」を「管理者」に改める。 

第 15 条及び第 16 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 17 条中「規則」を「規程」に、「市長」を「管理者」に改める。 

第 19 条第 1 項中「規則」を「規程」に、「市長」を「管理者」に改め、

同条第 2 項中「市長」を「管理者」に改める。 

第 20 条第 1 項中「規則」を「規程」に、「市長」を「管理者」に改め、

同条第 2 項中「市長」を「管理者」に改める。 

第 21 条第 1 項中「規則」を「規程」に、「市長」を「管理者」に改める。 

第 22 条第 1 項から第 5 項まで、第 23 条、第 25 条第 2 項、第 26 条、第

27 条、第 28 条第 1 項、第 29 条第 1 項及び第 30 条第 1 項中「市長」を「管

理者」に改める。 

第 31 条中「規則」を「規程」に改める。 

第 32 条中「市長」を「管理者」に改める。 

（浜田市公共下水道使用料条例の一部改正） 

第 7 条 浜田市公共下水道使用料条例（平成 17 年浜田市条例第 234 号）の

一部を次のように改正する。 

第 4 条第 2 項中「市長」を「下水道事業の管理者の権限を行う市長（第

6 条第 3 項を除き、以下「管理者」という。）」に改める。 

第 5 条、第 6 条第 1 項、第 7 条及び第 8 条中「市長」を「管理者」に改

める。 

第 9 条第 1 項中「市長」を「管理者」に改め、同条第 3 項本文中「場合」

の次に「（浜田市水道給水条例第 35 条第 1 項の規定により発する督促状と

併せて一の様式をもって発した場合を除く。）」を加え、同項ただし書中「市

長」を「管理者」に改める。 

第 10 条第 1 項中「市長」を「管理者」に改める。 
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第 11 条中「規則」を「規程」に改める。 

第 12 条及び第 13 条中「市長」を「管理者」に改める。 

（浜田市公共下水道事業受益者負担及び受益者分担に関する条例の一部

改正） 

第 8 条 浜田市公共下水道事業受益者負担及び受益者分担に関する条例（平

成 17 年浜田市条例第 235 号）の一部を次のように改正する。 

第 2 条第 2 項中「市長」を「下水道事業の管理者の権限を行う市長（以

下「管理者」という。）」に改める。 

第 3 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 4 条中「浜田市公共下水道事業の設置等に関する条例」を「浜田市下

水道事業の設置等に関する条例」に改める。 

第 5 条及び第 6 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 7 条第 1 項中「規則」を「規程」に改め、同条第 2 項中「市長」を「管

理者」に改める。 

第 8 条、第 9 条第 2 項及び第 10 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 11 条第 1 項中「市長」を「管理者」に、「規則」を「規程」に改める。 

第 12 条第 1 項中「市長」を「管理者」に改める。 

第 13 条中「規則」を「規程」に改める。 

（浜田市集落排水施設条例の一部改正） 

第 9 条 浜田市集落排水施設条例（平成 17 年浜田市条例第 236 号）の一部

を次のように改正する。 

第 6 条中「市長」を「下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管

理者」という。）」に改める。 

第 7 条ただし書及び第 8 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 9 条中「規則」を「規程」に改める。 

第 10 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 11 条中「規則」を「規程」に、「市長」を「管理者」に改める。 

第 12 条及び第 13 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 14 条中「規則」を「規程」に改める。 

第 15 条中「市長」を「管理者」に改める。 

（浜田市集落排水処理施設使用料条例の一部改正） 

第 10 条 浜田市集落排水処理施設使用料条例（平成 17 年浜田市条例第 237

号）の一部を次のように改正する。 

第 4 条第 1 号ただし書中「市長」を「下水道事業の管理者の権限を行う
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市長（以下「管理者」という。）」に改め、同条第 2 号及び第 3 号中「市長」

を「管理者」に改める。 

第 5 条第 1 項、第 6 条及び第 7 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 8 条第 1 項中「市長」を「管理者」に改め、同条第 3 項本文中「場合」

の次に「（浜田市水道給水条例第 35 条第 1 項の規定により発する督促状と

併せて一の様式をもって発した場合を除く。）」を加え、同項ただし書中「市

長」を「管理者」に改める。 

第 9 条第 1 項中「市長」を「管理者」に改める。 

第 10 条中「規則」を「規程」に改める。 

第 12 条中「市長」を「管理者」に改める。 

（浜田市集落排水事業受益者分担金徴収条例の一部改正） 

第 11 条 浜田市集落排水事業受益者分担金徴収条例（平成 17 年浜田市条例

第 238 号）の一部を次のように改正する。 

第 3 条第 2 項中「市長」を「下水道事業の管理者の権限を行う市長（以

下「管理者」という。）」に改め、同条第 3 項中「市長」を「管理者」に改

める。 

第 4 条第 1 項中「規則」を「規程」に改め、同条第 2 項中「市長」を「管

理者」に改める。 

第 6 条、第 7 条第 2 項及び第 8 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 9 条第 1 項中「市長」を「管理者」に、「規則」を「規程」に改める。 

第 10 条第 1 項中「市長」を「管理者」に改める。 

第 11 条中「規則」を「規程」に改める。 

（浜田市個別浄化槽条例の一部改正） 

第 12 条 浜田市個別浄化槽条例（平成 17 年浜田市条例第 241 号）の一部を

次のように改正する。 

第 3 条中「市長」を「下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管

理者」という。）」に改める。 

第 4 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 5 条第 1 項中「市長」を「管理者」に、「規則」を「規程」に改め、同

条第 2 項中「市長」を「管理者」に改める。 

第 6 条並びに第 8 条第 1 項及び第 3 項中「市長」を「管理者」に改める。 

第 9 条中「規則」を「規程」に改める。 

第 10 条から第 13 条まで、第 15 条各号、第 16 条第 1 項及び第 17 条中

「市長」を「管理者」に改める。 
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第 18 条第 1 項中「市長」を「管理者」に改め、同条第 3 項本文中「場

合」の次に「（浜田市水道給水条例第 35 条第 1 項の規定により発する督促

状と併せて一の様式をもって発した場合を除く。）」を加え、同項ただし書

中「市長」を「管理者」に改める。 

第 19 条第 1 項、第 20 条、第 21 条第 2 項、第 22 条から第 24 条まで、第

25 条第 2 項及び第 26 条中「市長」を「管理者」に改める。 

第 27 条中「規則」を「規程」に改める。 

第 28 条中「市長」を「管理者」に改める。 

（浜田市水道事業審議会条例の一部改正） 

第 13 条 浜田市水道事業審議会条例（平成 31 年浜田市条例第 14 号）の一

部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

浜田市上下水道事業審議会条例 

第 1 条中「水道事業の」を「水道事業及び下水道事業の」に、「浜田市水

道事業審議会」を「浜田市上下水道事業審議会」に改める。 

第 2 条中「水道事業」の次に「及び下水道事業」を加える。 

（浜田市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第 14 条 浜田市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成 17 年浜

田市条例第 263 号）の一部を次のように改正する。 

第 4 条中「水道事業」の次に「、工業用水道事業及び下水道事業」を加

える。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

（浜田市特別会計条例の一部改正に伴う経過措置） 

2  農業集落排水事業特別会計、漁業集落排水事業特別会計及び生活排水処

理事業特別会計の令和 5 年度分の収入及び支出並びに同年度の決算に関し

ては、なお従前の例による。 
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議案第 61 号 

 

浜田市コミュニティー防災センター条例の一部を改正する条例につい

て 

 

浜田市コミュニティー防災センター条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市コミュニティー防災センター条例の一部を改正する条例 

 

浜田市コミュニティー防災センター条例（平成 17 年浜田市条例第 26 号）

の一部を次のように改正する。 

第 2 条の表名称の項の次に次のように加える。 

周布川西コミュニティー防災センター 浜田市治和町ロ 158 番地 1 

第 7 条に次のただし書を加える。 

ただし、あらかじめ市長の承認を得たときは、この限りでない。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、規則で定める日から施行する。 

（準備行為） 

2  この条例の施行の日以後の使用に係る周布川西コミュニティー防災セン

ターの使用の許可その他その運営に関し必要な行為は、同日前においても

行うことができる。 
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議案第 62 号 

 

浜田市職員定数条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

  



11 

浜田市職員定数条例の一部を改正する条例 

 

浜田市職員定数条例（平成 17 年浜田市条例第 36 号）の一部を次のように

改正する。 

第 1 条中「水道事業」を「公営企業」に改める。 

第 2 条第 1 号中「550 人」を「453 人」に改め、同条第 3 号中「118 人」を

「47 人」に改め、同条第 7 号中「122 人」を「140 人」に改め、同条第 8 号

を次のように改める。 

⑻ 公営企業の事務部局の職員 38 人 

附 則 

この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 63 号 

 

浜田市災害派遣手当等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市災害派遣手当等に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市災害派遣手当等に関する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市災害派遣手当等に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 60 号）の一

部を次のように改正する。 

第 1 条中「新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」を「特定新型インフ

ルエンザ等対策派遣手当」に改める。 

第 2 条第 1 号中「第 44 条」を「第 26 条の 8」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 64 号 

 

浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関

する条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関

する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する

条例（平成 26 年浜田市条例第 32 号）の一部を次のように改正する。 

第 15 条第 1 項第 2 号中「同条第 11 項」を「同条第 10 項」に改める。 

第 35 条第 3 項中「同条第 1 号又は第 2 号」を「同号又は同条第 2 号」に改

め、「、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」と

あるのは「同条第 2 号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数」と」を削る。 

第 36 条第 3 項中「第 6 条第 2 項中」の次に「「特定教育・保育施設（認定

こども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定

教育・保育施設（特別利用教育を提供している施設に限る。以下この項にお

いて同じ。）」と、」を、「教育・保育給付認定子どもの総数」と、」の次に「「同

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるのは「同

条第 1 号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」と、」を

加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 65 号 

 

浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 

 

浜田市放課後児童クラブ条例（平成 17 年浜田市条例第 133 号）の一部を次

のように改正する。 

第 2 条の表今市児童クラブの項中「旭町今市 615 番地」を「旭町丸原 46 番

地」に、「40 人」を「60 人」に改める。 

附 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 
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議案第 66 号 

 

浜田市石州和紙会館条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市石州和紙会館条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市石州和紙会館条例の一部を改正する条例 

 

浜田市石州和紙会館条例（平成 29 年浜田市条例第 13 号）の一部を次のよ

うに改正する。 

別表手すき和紙体験の項中「550 円」を「1,000 円」に、「1,650 円」を「2,500

円」に、「1,320 円」を「2,000 円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後の利用

に係る利用料金について適用し、同日前の利用に係る利用料金については、

なお従前の例による。 
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議案第 67 号 

 

浜田市国民宿舎千畳苑条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市国民宿舎千畳苑条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市国民宿舎千畳苑条例の一部を改正する条例 

 

浜田市国民宿舎千畳苑条例（平成 17 年浜田市条例第 211 号）の一部を次の

ように改正する。 

別表 3  その他の料金の上限額の表入浴料金の項中「360 円」を「660 円」

に、「250 円」を「550 円」に改める。 

附 則 

この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 68 号 

 

浜田市美又温泉国民保養センター条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市美又温泉国民保養センター条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市美又温泉国民保養センター条例の一部を改正する条例 

 

浜田市美又温泉国民保養センター条例（平成 17 年浜田市条例第 299 号）の

一部を次のように改正する。 

別表 2  休憩料金及び利用料金の表中「休養ホーム 1 室」を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 69 号 

 

浜田市旭温泉あさひ荘条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市旭温泉あさひ荘条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市旭温泉あさひ荘条例の一部を改正する条例 

 

浜田市旭温泉あさひ荘条例（平成 25 年浜田市条例第 38 号）の一部を次の

ように改正する。 

第 7 条第 1 号中「水曜日」を「火曜日」に改める。 

附 則 

この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 70 号 

 

浜田市地域定住住宅条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市地域定住住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市地域定住住宅条例の一部を改正する条例 

 

浜田市地域定住住宅条例（令和 2 年浜田市条例第 14 号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表七条住宅 3 号の項を削る。 

附 則 

この条例は、規則で定める日から施行する。 
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議案第 71 号 

 

浜田市火災予防条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

浜田市火災予防条例（平成 17 年浜田市条例第 255 号）の一部を次のように

改正する。 

第 11 条第 1 項第 3 号の 2 中「キュービクル式のものにあっては、」を削る。 

第 11 条の 2 第 1 項第 4 号中「雨水等」を「その 筐
きょう

体は雨水等」に改める。 

第 13 条第 1 項を次のように改める。 

蓄電池設備（蓄電池容量が 10 キロワット時以下のもの及び蓄電池容量

が 10 キロワット時を超え 20 キロワット時以下のものであって蓄電池設備

の出火防止措置及び延焼防止措置に関する基準（令和 5 年消防庁告示第 7

号）第 2 に定めるものを除く。以下同じ。）は、地震等により容易に転倒し、

亀裂し、又は破損しない構造とすること。この場合において、開放形鉛蓄

電池を用いたものにあっては、その電槽は、耐酸性の床上又は台上に設け

なければならない。 

第 13 条第 3 項を次のように改める。 

3  第 1 項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄電池設備（柱上及び道路

上に設ける電気事業者用のもの、蓄電池設備の出火防止措置及び延焼防止

措置に関する基準第 3 に定めるもの並びに消防長が火災予防上支障がない

と認める構造を有するキュービクル式のものを除く。）にあっては、建築物

から 3 メートル以上の距離を保たなければならない。ただし、不燃材料で

造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するときは、この限りで

ない。 

第 13 条第 4 項中「第 2 項並びに本条第 1 項」を「第 11 条の 2 第 1 項第 4

号」に改める。 

第 44 条第 13 号中「蓄電池設備」の次に「（蓄電池容量が 20 キロワット時

以下のものを除く。）」を加える。 

別表第 3 厨房設備の部気体燃料の項の次に次のように加える。 

固 体

燃料 

不 燃

以外 

木 炭 を 燃 料

とするもの 

炭火焼き器 ― 100 50 50 50 

不燃 木 炭 を 燃 料

とするもの 

炭火焼き器 ― 80 30 ― 30 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 6 年 1 月 1 日から施行する。 
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（経過措置） 

2  この条例の施行の際現に設置されている燃料電池発電設備、変電設備、

内燃機関を原動力とする発電設備及びこの条例による改正後の浜田市火

災予防条例（以下「新条例」という。）第 13 条第 1 項に規定する蓄電池設

備（附則第 4 項に掲げるものを除く。）（以下この項において「燃料電池発

電設備等」という。）又は現に設置の工事中である燃料電池発電設備等のう

ち、新条例第 11 条第 1 項第 3 号の 2（新条例第 8 条の 3 第 1 項及び第 3

項、第 11 条第 3 項、第 12 条第 2 項及び第 3 項並びに第 13 条第 2 項及び

第 4 項において準用する場合を含む。）の規定に適合しないものについて

は、同号の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

3  この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例

第 13 条第 1 項に規定する蓄電池設備（次項に掲げるものを除く。）のうち、

同条第 1 項の規定に適合しないものについては、同項の規定にかかわらず、

なお従前の例による。 

4  新条例第 13 条第 1 項に規定する蓄電池設備に新たに該当することとな

るもののうち、この条例の施行の際現に設置されているもの及びこの条例

の施行の日から起算して 2 年を経過する日までの間に設置されたもので、

同条の規定に適合しないものについては、同条の規定は、適用しない。 
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議案第 72 号 

 

指定管理者の指定について（浜田市天狗石農村公園） 

 

浜田市天狗石農村公園の管理について、指定管理者の指定をしたいので、

地方自治法第 244 条の 2 第 6 項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

 

施設の名称 浜田市天狗石農村公園 

指定管理者 住 所：浜田市旭町市木 2919 番地 2 

名 称：ふる里市木 

代表者：会長 徳 川  博 

指定の期間 令和 6 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日まで 

 

（参 考） 

根拠法  地方自治法第 244 条の 2 第 3 項 
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議案第 73 号 

 

   指定管理者の指定について（山陰浜田港公設市場） 

 

山陰浜田港公設市場の管理について、指定管理者の指定をしたいので、地

方自治法第 244 条の 2 第 6 項の規定により議会の議決を求める。 

 

  令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

                  浜田市長 久保田 章 市   

 

 

 

施設の名称 山陰浜田港公設市場 

指定管理者 住 所：広島県広島市中区大手町 5 丁目 3 番 12 号 

名 称：株式会社第一ビルサービス 

代表者：代表取締役 坂 根 紳 也 

指定の期間 令和 6 年 4 月 1 日から令和 11 年 3 月 31 日まで 

 

（参 考） 

根拠法  地方自治法第 244 条の 2 第 3 項 
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議案第 74 号 

 

指定管理者の指定について（浜田市木田暮らしの学校） 

 

浜田市木田暮らしの学校の管理について、指定管理者の指定をしたいので、

地方自治法第 244 条の 2 第 6 項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市   

 

 

 

施設の名称 浜田市木田暮らしの学校 

指定管理者 住 所：浜田市旭町木田 488 番地 

名 称：木田地区振興協議会 

代表者：会長 今 田  泰 

指定の期間 令和 6 年 4 月 1 日から令和 11 年 3 月 31 日まで 

 

（参 考） 

根拠法  地方自治法第 244 条の 2 第 3 項 
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議案第 75 号 

 

   工事請負契約の変更について 

 

 浜田市高速情報通信基盤整備引込宅内工事（金城町地内外）請負契約につ

いて、次のとおり変更したいので、地方自治法第 96 条第 1 項第 5 号及び浜田

市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第 2 条の

規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

                    浜田市長 久保田 章 市 
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1 契約の目的   浜田市高速情報通信基盤整備引込宅内工事（金城町地内外） 

2 契約の金額  変更前 145,860,000 円 

        変更後 164,880,100 円 

3 契約の相手方  松江市西津田四丁目 8 番 47 号 

株式会社中電工 島根統括支社 

執行役員支社長 角 戸 達 広 





























































































































































議案第79号

令 和 ５ 年 度

浜 田 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算
（第 １ 号）



1

補正予算に関する説明書

3

4

6

7

8

10

10

その他の書類

　　　令和5年度　収益的支出明細書　…………………………………………

令和5年度　浜田市水道事業会計予算実施計画  ………………………………

　　　令和5年度　資本的収入及び支出明細書　………………………………

目　　　　　　次

令和5年度　浜田市水道事業会計補正予算（第1号） …………………………………

令和5年度　浜田市水道事業予定貸借対照表　…………………………………

令和5年度　浜田市水道事業予定損益計算書　…………………………………

令和5年度　浜田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書　………………

令和5年度　個別注記　……………………………………………………………



（総則）

第1条 令和5年度浜田市水道事業会計の補正予算（第1号）は、次に定めるところによる。

（収益的支出）

第2条 令和5年度浜田市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第3条に定めた収益的

支出の予定額を次のとおり補正する。

第1款

第1項

第2項

（資本的収入及び支出）

第3条 予算第4条本文中括弧書を「（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額

656,144千円は、当年度分消費税等資本的収支調整額96,714千円、当年度分損益勘定留保

資金471,472千円、未処分利益剰余金87,958千円で補てんするものとする。）」に改め、

収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

第1款

第1項

第4項

第1款

第1項

第2項 7,433 749,391

91,428 178,928

1,851,641

1,102,250

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

1,554,208

812,250

企 業 債 償 還 金 741,958

297,433

290,000

千 円 千 円

1,864,696

支　出 千 円 千 円 千 円

13,066

（計）

千 円

1,667,772

593,500

11,500

1,566

（補正予定額） （計）（既決予定額）

国 庫 補 助 金 87,500

資 本 的 収 入

企 業 債

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

（科　目）

収　入

393,500

904,069 1,195,497

200,000

291,428

（補正予定額） （計）（科　目） （既決予定額）

1,656,272

1,877,762

令和5年度浜田市水道事業会計補正予算（第1号）

千 円

（科　目） （既決予定額） （補正予定額）

千 円

204,324 205,890営 業 外 費 用

支　出 千 円

1



（企業債）

第4条 予算第5条中に定めた起債の限度額を次のとおり改める。

令和5年12月1日　提出

浜田市長　久保田　章 市

配 水 管 耐 震 事 業

172,500

100,000 140,000浜田市水道管路緊急改善事業

千 円 千 円

240,000

浜田市重要給水施設 112,500

（起債の目的） （既決限度額） （補正予定額） （予定限度額）

60,000

千 円

2



　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 水道事業費用 1,864,696 13,066 1,877,762

(1) 営 業 費 用 1,656,272 11,500 1,667,772

2 配 水 及 び 給 水 費 331,565 11,500 343,065

(2) 営 業 外 費 用 204,324 1,566 205,890

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

99,314 1,566 100,880

　収　　入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 資 本 的 収 入 904,069 291,428 1,195,497

(1) 国 庫 補 助 金 87,500 91,428 178,928

1 国 庫 補 助 金 87,500 91,428 178,928

(4) 企 業 債 393,500 200,000 593,500

1 企 業 債 393,500 200,000 593,500

　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 資 本 的 支 出 1,554,208 297,433 1,851,641

(1) 建 設 改 良 費 812,250 290,000 1,102,250

3 配 水 施 設 費 792,128 290,000 1,082,128

(2) 企業債償還金 741,958 7,433 749,391

1 企 業 債 償 還 金 741,958 7,433 749,391

資本的収入及び支出

款 項 目

款 項 目

令和5年度　浜田市水道事業会計予算実施計画

収益的支出

款 項 目
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（単位：千円）

1　固定資産

(1) 有形固定資産

ｲ　土地 517,873

ﾛ　建物 1,374,177

 減価償却累計額 △ 781,433 592,745

ﾊ　構築物 36,703,824

 減価償却累計額 △ 17,949,145 18,754,680

ﾆ　機械及び装置 7,956,981

 減価償却累計額 △ 6,373,532 1,583,449

ﾎ　車両運搬具 15,303

 減価償却累計額 △ 13,236 2,067

ﾍ　工具器具及び備品 58,968

 減価償却累計額 △ 46,009 12,959

ﾄ　建設仮勘定 201,619

 有形固定資産合計 21,665,392

(2) 無形固定資産

ｲ　施設利用権 77,282

 無形固定資産合計 77,282

 固定資産合計 21,742,674

2　流動資産

(1) 現金預金 1,317,984

(2) 未収金 112,415

　　貸倒引当金 △ 500 111,915

(3) 貯蔵品 5,504

流動資産合計 1,435,403

資産合計 23,178,077

（ 令和6年3月31日 ）

資　　産　　の　　部

令和５年度　浜田市水道事業予定貸借対照表
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3　固定負債

(1) 企業債

ｲ　建設改良企業債（※） 6,801,369

 企業債合計 6,801,369

(2) 引当金

ｲ　退職給付引当金 114,801

ﾛ　修繕引当金 30,573

 引当金合計 145,374

 固定負債合計 6,946,743

4　流動負債

(1) 企業債

ｲ　建設改良企業債（※） 689,779

 企業債合計 689,779

(2) 未払金 269,143

(3) 引当金

ｲ　賞与等引当金 12,536

 引当金合計 12,536

(4) その他流動負債 1,655

 流動負債合計 973,113

5　繰延収益

(1) 長期前受金 16,375,074

　　長期前受金収益化累計額 △ 8,763,599

 繰延収益合計 7,611,475

 負債合計 15,531,331

6　資本金 4,852,606

7　剰余金

(1) 資本剰余金

ｲ　国県補助金 59,743

ﾛ　他会計補助金 8,912

ﾊ　工事負担金 12,863

ﾆ　受贈財産評価額 147,330

 資本剰余金合計 228,848

(2) 利益剰余金

ｲ　当年度未処分利益剰余金 2,565,292

 利益剰余金合計 2,565,292

 剰余金合計 2,794,140

 資本合計 7,646,746

 負債資本合計 23,178,077

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部

(※)建設改良費等の財源に充てるための企業債
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（単位：千円）

1　営業収益

 (1) 給水収益 1,136,153

 (2) 受託工事収益 91

 (3) その他営業収益 35,207 1,171,451

2　営業費用

 (1) 原水及び浄水費 206,617

 (2) 配水及び給水費 317,084

 (3) 受託工事費 93

 (4) 業務費 114,588

 (5) 総係費 92,317

 (6) 減価償却費 869,064

 (7) 資産減耗費 15,200

 (8) その他営業費用 60 1,615,023

　営業損失 △ 443,572

3　営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 11

 (2) 他会計補助金 195,189

 (3) 長期前受金戻入 412,792

 (4) 消費税及び地方消費税還付金 2

 (5) 雑収益 1,068 609,062

4　営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 100,880

 (2) 雑支出 45,010 145,890 463,172

　経常利益 19,600

5　特別利益

 (2) 過年度損益修正益 1 1

6　特別損失

 (1) 過年度損益修正損 2,729 2,729

7　予備費

 (1) 予備費 1,000 1,000 △ 3,728

　当年度純利益 15,872

　前年度繰越利益剰余金 2,549,420

　当年度未処分利益剰余金 2,565,292

<参考>

　地方公営企業会計基準に基づき、損益計算書において「減価償却費」を営業費用に、「長期前受金戻入」

を営業外収益に計上していることから、営業収支が443,572千円の赤字となっていますが、実質的な営業

損益を算出するため、長期前受金戻入相当額を「減価償却費」から控除した場合には、30,780千円の赤字

となります。

令和5年度　浜田市水道事業予定損益計算書
（令和5年4月1日から令和6年3月31日）
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（単位：千円）

1.　業務活動によるキャッシュ・フロー　　

当年度純利益（△は損失） 15,872

減価償却費 869,064

貸倒引当金の増減額（△は減少） 32

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,736

修繕引当金の増減額（△は減少） △ 5,000

賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 563

長期前受金戻入額 △ 412,792

資産減耗費 15,000

受取利息及び配当金（△） △ 11

支払利息 100,880

未収金の減少（△は増加） 115,506

貯蔵品の減少（△は増加） 58

未払金の増加（△は減少） 500

707,282

受取利息及び配当金の受取額 11

利息の支払額 △ 100,880

業務活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（A） 606,413

2.　投資活動によるキャッシュ・フロー　　

固定資産の取得・建設改良による支出（△） △ 1,020,537

固定資産売却収入 1

工事負担金等収入 107,645

国庫補助金の収入 178,928

他会計補助金収入 315,423

投資活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（B） △ 418,540

3.　財務活動によるキャッシュ・フロー　

建設改良企業債による収入 593,500

建設改良企業債の償還等による支出（△） △ 749,391

財務活動によるキャッシュ・フロー　　　　   (C) △ 155,891

資金増加額（△は減少額）　　　 (A+B+C) 31,982

資金期首残高 1,286,002

資金期末残高 1,317,984

令和5年度　浜田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日）

項　　　　　　目

　小　　　　　　計

7



   

令和５年度 個 別 注 記 
 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

（1）たな卸し資産の評価基準及び評価方法について 

① 貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定。） 
 
（2）固定資産の減価償却の方法について 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

浜田市水道事業会計規程第83条の規定により定額法を適用。 
 
保有している資産の主な耐用年数は次のとおり。 

種 類 耐用年数(年) 種 類 耐用年数(年) 

建物 38～50  車両運搬具 4～5 

構築物 30～60  工具器具及び備品 2～15 

機械及び装置 5～20 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

浜田市水道事業会計規程第83条の規定により定額法を適用。 

 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用する。 
 
（3）引当金の計上方法について 

① 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を貸倒引当金

として計上している。 

 

② 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における職員に対する退職手当の要支給額

から、島根県市町村総合事務組合（退職手当組合）における積立金相当額を控除した額を計

上している。 

なお、会計基準変更時差異（平成25年度末131,032千円）については、平成26年度から職

員の平均残存勤務年数15年にわたり均等額を費用処理する。 

 

③ 修繕引当金 

平成26年3月31日以前に引き当てられたものが計上されており、これについては、従前の

例により、修繕費が不足する場合に取り崩すこととしている。 
 
④ 賞与等引当金  

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業

年度末における支給及び支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

 

（4）その他会計に関する書類作成のための基本となる重要な事項について 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。 
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2.予定貸借対照表等に関する注記 
 

（1）企業債の償還に係る他会計の負担について 

貸借対照表に計上されている企業債残高（1年以内に償還予定のものも含む）のうち、浜

田市（市長部局）との協定書に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は2,801,711千

円である。 
  

3.予定損益計算書に関する注記 

特記事項なし。 
 

4.予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 
 

（1）重要な非資金取引について  該当なし。 
 

5.セグメント情報に関する注記 

報告セグメントが、単一セグメントのため、記載を省略している。 
 

6.減損損失に関する注記 
 

（1）減損の兆候について  該当なし。 

 

7.重要な後発事象に関する注記  該当なし。 
 

8.その他の注記   
 

（1）貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、債務の不納欠損を行うため、貸倒引当金468千円を取り崩す。 

 

（2）修繕引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、修繕費が不足するため、修繕引当金5,000千円を取り崩す。 

 

（3）賞与等引当金の目的使用による取り崩しについて 

当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払

いを行うため、賞与等引当金13,099千円を取り崩す。 
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　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 金　額

1 1,864,696 13,066 1,877,762

営 業 費 用 1,656,272 11,500 1,667,772

2 配水及び給水費 331,565 11,500 343,065

修 繕 費 11,500

営 業 外 費 用 204,324 1,566 205,890

1 支 払 利 息 及 び 99,314 1,566 100,880

企業債取扱諸費 企 業 債 償 還 利 息 1,566

　収　　入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 金　額

1 904,069 291,428 1,195,497

国 庫 補 助 金 87,500 91,428 178,928

1 国 庫 補 助 金 87,500 91,428 178,928

国 庫 補 助 金 91,428

企 業 債 393,500 200,000 593,500

1 企 業 債 393,500 200,000 593,500

企 業 債 200,000

　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 金　額

1 1,554,208 297,433 1,851,641

建 設 改 良 費 812,250 290,000 1,102,250

3 配 水 施 設 費 792,128 290,000 1,082,128

工 事 請 負 費 290,000

企業債償還金 741,958 7,433 749,391

1 企 業 債 償 還 金 741,958 7,433 749,391

企 業 債 償 還 金 7,433

令和5年度　収益的支出明細書

節款　　項

節

資 本 的 収 入

(2)

令和5年度　資本的収入及び支出明細書

目

目

節款　　項

(2)

目

水 道 事 業 費 用

(1)

款　　項

資 本 的 支 出

(1)

(4)

(1)
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議案第80号

令 和 5 年 度

浜田市工業用水道事業会計補正予算
（第 １ 号）



1

補正予算に関する説明書

2

3

5

6

7

9

令和5年度　浜田市工業用水道事業会計予算実施計画  ………………………

目　　　　　　次

令和5年度　浜田市工業用水道事業会計補正予算（第1号） …………………………

令和5年度　浜田市工業用水道事業予定貸借対照表　…………………………

令和5年度　浜田市工業用水道事業予定損益計算書　…………………………

令和5年度　浜田市工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書　………

令和5年度　個別注記　……………………………………………………………

その他の書類

　　　令和5年度　資本的収入及び支出明細書　………………………………



（総則）

第1条 令和5年度浜田市工業用水道事業会計の補正予算（第1号）は、次に定めるところに

よる。

（資本的支出）

第2条 予算第4条本文中括弧書を「（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額4,489

千円は、当年度分消費税及び等資本的収支調整額121千円、当年度分損益勘定留保資金

1,210千円、減債積立金3,158千円で補てんするものとする。）」に改め、支出の予定額

を次のとおり補正する。

第1款

第2項

令和5年12月1日　提出

浜田市長　久保田　章 市

支　出 千 円 千 円

8,855

千 円

令和5年度浜田市工業用水道事業会計補正予算（第1号）

（科　目） （既決予定額） （補正予定額）

8,856

3,157 3,1581

（計）

企 業 債 償 還 金

1資 本 的 支 出

1



　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 資 本 的 支 出 8,855 1 8,856

(2) 企業債償還金 3,157 1 3,158

1 企 業 債 償 還 金 3,157 1 3,158

令和5年度　浜田市工業用水道事業会計予算実施計画

資本的支出

款 項 目

2



（単位：千円）

1　固定資産

(1) 有形固定資産

ｲ　土地 50,371

ﾛ　建物 136,330

 減価償却累計額 △ 78,190 58,140

ﾊ　構築物 1,595,855

 減価償却累計額 △ 980,448 615,407

ﾆ　機械及び装置 348,752

 減価償却累計額 △ 303,448 45,304

 有形固定資産合計 769,222

 固定資産合計 769,222

2　流動資産

(1) 現金預金 373,956

(2) 未収金 9,592

流動資産合計 383,548

資産合計 1,152,770

（ 令和6年3月31日 ）

資　　産　　の　　部

令和5年度　浜田市工業用水道事業予定貸借対照表
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3　固定負債

(1) 引当金

ｲ　退職給付引当金 3,697

ﾛ　修繕引当金 63,930

 引当金合計 67,627

 固定負債合計 67,627

4　流動負債

(1) 未払金

ｲ　営業未払金 13,331

ﾛ　未払消費税 2,038

ﾊ　その他未払金 0

 未払金合計 15,369

(2) 引当金

ｲ　賞与等引当金 1,530

 引当金合計 1,530

(4) その他流動負債 130

 流動負債合計 17,029

5　繰延収益

(1) 長期前受金 1,674,617

　　長期前受金収益化累計額 △ 1,100,086

 繰延収益合計 574,531

 負債合計 659,187

6　資本金

(1) 自己資本金 310,092

 資本金合計 310,092

7　剰余金

(1) 資本剰余金

ｲ　工事負担金 13,470

 資本剰余金合計 13,470

(2) 利益剰余金

ｲ　当年度未処分利益剰余金 170,021

 利益剰余金合計 170,021

 剰余金合計 183,491

 資本合計 493,583

 負債資本合計 1,152,770

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部

(※)建設改良費等の財源に充てるための企業債
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（単位：千円）

1　営業収益

 (1) 給水収益 102,675 102,675

2　営業費用

 (1) 原水及び浄水費 59,976

 (2) 配水及び給水費 3,374

 (3) 総係費 30,870

 (4) 減価償却費 35,733

 (5) 資産減耗費 759 130,712

　営業損失 △ 28,037

3　営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 6

 (2) 他会計補助金 87

 (3) 長期前受金戻入 28,531

 (4) 雑収益 24 28,648

4　営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 100

 (2) 雑支出 1 101 28,547

　経常利益 510

5　予備費

 (1) 予備費 91 91 △ 91

　当年度純利益 419

　前年度繰越利益剰余金 166,445

　その他未処分利益剰余金変動額 3,157

　当年度未処分利益剰余金 170,021

<参考>

　地方公営企業会計基準に基づき、損益計算書において「減価償却費」を営業費用に、「長期前受金戻入」

を営業外収益に計上していることから、営業収支が 28,037千円の赤字となっていますが、実質的な営業

損益を算出するため、長期前受金戻入相当額を「減価償却費」から控除した場合には、494千円の黒字と

なります。

令和5年度　浜田市工業用水道事業予定損益計算書
（令和5年4月1日から令和6年3月31日）
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（単位：千円）

1.　業務活動によるキャッシュ・フロー　　

当年度純利益 419

減価償却費 35,733

賞与等引当金の増減額（△は減少） 62

長期前受金戻入額（△） △ 28,531

資産減耗費 759

受取利息（△） △ 6

支払利息 100

未収金の減少（△は増加） 11,328

未払金の増加（△は減少） △ 6,968

その他流動負債の増加（△は減少） 30

12,926

受取利息及び配当金の受取額 6

利息の支払額 △ 100

業務活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（A） 12,832

2.　投資活動によるキャッシュ・フロー　　

固定資産の取得・建設改良による支出 △ 5,696

工事負担金等収入 4,367

投資活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（B） △ 1,329

3.　財務活動によるキャッシュ・フロー　

企業債の償還等による支出 △ 3,158

財務活動によるキャッシュ・フロー　　　　   (C) △ 3,158

資金増加額（△は減少額）　　　 (A+B+C) 8,345

資金期首残高 365,611

資金期末残高 373,956

令和5年度　浜田市工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日）

項　　　　　　目

　小　　　　　　計

6
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令和 5年度 個 別 注 記  

 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

（1）固定資産の減価償却の方法について 

   ①有形固定資産（リース資産を除く）   

  浜田市工業用水道事業会計規程第 82条により定額法を適用。 

 保有している資産の主な耐用年数は次のとおり 

  建   物  ：  20～45 年 

  構 築 物  ：  10～60 年 

  機械及び装置 ：   6～20 年 

 

   ②無形固定資産（リース資産を除く） 

     浜田市工業用水道事業会計規程第 82条により定額法を適用。 

     

   ③リース資産 

     所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用する。 

          

 （2）引当金の計上方法について 

   ①貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を貸倒引

当金に計上する。 

 

②退職給付引当金 

     職員の退職手当の支給に備えるため、年度末における退職手当の職員に対する要支給額

から島根県市町村総合事務組合（退職手当組合）における積立金相当額を控除した額を計

上している。 

 

   ③修繕引当金 

     平成 27 年 3 月 31 日以前に引き当てられたものが計上されており、これについては、従

前の例により修繕費が不足する場合に取り崩すこととしている。 

 

   ④賞与等引当金 

     職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事

業年度末における支給及び支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上して

いる。 
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（3）その他会計に関する書類作成のための基本となる重要な事項について 

   ①消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

2.予定貸借対照表等に関する注記 

 該当なし 

 

3.予定損益計算書に関する注記 

  該当なし 

 

4.予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

 （1）重要な非資金取引について 

  該当なし 

 

5.セグメント情報に関する注記 

  報告セグメントが、単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

6.減損損失に関する注記 

  該当なし 

  

7.重要な後発事象に関する注記 

  該当なし 

 

8.その他の注記 

 （1）退職給付引当金の目的使用による取崩しについて 

当事業年度において、職員の退職手当支給分の負担を予定していないため、退職給付引当金

の取崩しはしない。 

 

 （2）賞与等引当金の目的使用による取崩しについて 

    当事業年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いを行

うため、賞与等引当金 1,468 千円を取り崩した。 

 

 

 

 

 

 

 

 



　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 金　額

1 8,855 1 8,856

企業債償還金 3,157 1 3,158

1 企 業 債 償 還 金 3,157 1 3,158

企 業 債 償 還 金 1

節款　　項

(2)

目

資 本 的 支 出

令和5年度　資本的支出明細書
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議案第81号

令 和 5 年 度

浜田市公共下水道事業会計補正予算

（第 2 号）



1

予算に関する説明書

3

5

7

8

9

その他の書類

令和5年度　収益的収入及び支出明細書　…………………………………… 11

令和5年度　資本的収入及び支出明細書　…………………………………… 11

令和5年度　浜田市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書　………………

令和5年度　個別注記  …………………………………………………………………

目　　　　　　次

令和5年度　浜田市公共下水道事業会計補正予算（第2号）　………………………………………

令和5年度　浜田市公共下水道事業会計予算実施計画  ……………………………

令和5年度　浜田市公共下水道事業予定貸借対照表　…………………………………

令和5年度　浜田市公共下水道事業予定損益計算書　…………………………………



（総則）

第1条 令和5年度浜田市公共下水道事業会計の補正予算（第2号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

第2条 令和5年度浜田市公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第3条本文中なお書き

を、「なお、営業外費用中企業債利息41,676千円の財源に充てるため、企業債16,300千円を

借り入れる。」に改め、収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

第1款

第1項

第2項

第3項

第1款

第1項

第3項

（資本的収入及び支出）

第3条 予算第4条括弧書きを、「資本的収支額が資本的支出額に対し不足する額237,099千円は、

消費税等資本的収支調整額22,518千円及び損益勘定留保資金等214,581千円で補てんするものと

する。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

第1款

第2項　　

第3項

第4項

第1款

第1項

669,751 △ 20,000 649,751

（科　目）

資 本 的 支 出

（既決予定額） （補正予定額） （計）

支　出 千 円 千 円 千 円

工 事 負 担 金 9,000 △ 9,000 0

企 業 債 220,000 △ 29,100 190,900

464,792 △ 52,140 412,652資 本 的 収 入

（科　目）

特 別 損 失 300 46,840 47,140

（既決予定額） （補正予定額） （計）

収　入 千 円 千 円 千 円

営 業 費 用 471,413 △ 680 470,733

524,783 46,160 570,943下水道事業費用

令和5年度浜田市公共下水道事業会計補正予算（第2号）

524,227 45,702 569,929

（科　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収　入 千 円 千 円 千 円

下水道事業収益

営 業 収 益 112,504 △ 5,048 107,456

営 業 外 収 益 411,723 31,426 443,149

他 会 計 出 資 金 121,293 △ 14,040 107,253

特 別 利 益 0 19,324 19,324

（既決予定額） （補正予定額） （計）

支　出 千 円 千円 千 円

（科　目）

建 設 改 良 費 286,431 △ 20,000 266,431

1



（企業債）

第4条 予算第5条中に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次のとおり

改める。

（他会計からの補助金）

第5条 予算第9条中「271,219千円」を「302,949千円」に改める。

令和5年12月1日　提出

浜田市長　久保田　章 市

限度額
（千円）

起債の方法 利率 償還の方法 限度額
（千円）

起債の方法 利率 償還の方法

浜田処理区
整備事業 96,800 96,800

ストックマネジメント
改築事業 28,300 28,300

公共ます設置事業 10,000 10,000

道路改良に伴う支障移転事
業 11,000 0

資本費平準化債 90,100 72,100

起債の目的
補正前 補正後

証書借入
又は

証券発行

5.0％以内（た
だし、利率見
直し方式で借
り入れる資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利

率）

借入先の融資
条件による。
ただし、都合
により据置期
間及び償還期
限を短縮し、
若しくは延長
し、繰上償還
を行い、又は
借換えするこ
とができる。

証書借入
又は

証券発行

5.0％以内（た
だし、利率見直
し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直
しを行った後に
おいては、当該
見直し後の利

率）

借入先の融資
条件による。
ただし、都合
により据置期
間及び償還期
限を短縮し、
若しくは延長
し、繰上償還
を行い、又は
借換えするこ
とができる。
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　収　　入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 下水道事業収益 524,227 45,702 569,929

(1) 営 業 収 益 112,504 △ 5,048 107,456

1 下 水 道 使 用 料 111,725 △ 5,048 106,677

(2) 営 業 外 収 益 411,723 31,426 443,149

2 他 会 計 補 助 金 271,219 31,730 302,949

3 長 期 前 受 金 戻 入 140,501 △ 304 140,197

(3) 特 別 利 益 0 19,324 19,324

1 過 年 度 損 益 修 正 益 0 19,324 19,324

　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 下水道事業費用 524,783 46,160 570,943

(1) 営 業 費 用 471,413 △ 680 470,733

6 減 価 償 却 費 279,979 △ 680 279,299

(3) 特 別 損 失 300 46,840 47,140

1 過 年 度 損 益 修 正 損 300 46,840 47,140

款 項 目

令和5年度　浜田市公共下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目
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　収　　入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 資 本 的 収 入 464,792 △ 52,140 412,652

(2) 工 事 負 担 金 9,000 △ 9,000 0

1 工 事 負 担 金 9,000 △ 9,000 0

(3) 企 業 債 220,000 △ 29,100 190,900

1 企 業 債 220,000 △ 29,100 190,900

(4) 他 会 計 出 資 金 121,293 △ 14,040 107,253

1 他 会 計 出 資 金 121,293 △ 14,040 107,253

　支　　出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 資 本 的 支 出 669,751 △ 20,000 649,751

(1) 建 設 改 良 費 286,431 △ 20,000 266,431

1 管 渠 費 181,445 △ 20,000 161,445

資本的収入及び支出

款 項 目

款 項 目
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（単位：千円）

1　固定資産

(1) 有形固定資産

ｲ　土地 422,630

ﾛ　建物 538,590

 減価償却累計額 △ 261,216 277,374

ﾊ　構築物 10,422,075

 減価償却累計額 △ 4,273,114 6,148,961

ﾆ　機械及び装置 2,230,350

 減価償却累計額 △ 1,613,816 616,534

ﾎ　工具器具及び備品 5,001

 減価償却累計額 △ 4,500 501

ﾍ　建設仮勘定 324,411

 有形固定資産合計 7,790,411

(2) 無形固定資産

ｲ　ソフトウェア 2,944

 無形固定資産合計 2,944

 固定資産合計 7,793,355

2　流動資産

(1) 現金預金 29,348

(2) 未収金 30,988

　　 貸倒引当金 △ 782 30,206

 流動資産合計 59,554

 資産合計 7,852,909

令和5年度　浜田市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和6年3月31日）

資　　産　　の　　部
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3　固定負債

(1) 企業債

ｲ　建設改良企業債（※） 3,177,285

 企業債合計 3,177,285

(2) 引当金

ｲ　退職給付引当金 9,148

 引当金合計 9,148

(3) その他固定負債 450

 固定負債合計 3,186,883

4　流動負債

(1) 企業債

ｲ　建設改良企業債（※） 368,662

 企業債合計 368,662

(2) 未払金 17,269

(3) 引当金

ｲ　賞与等引当金 3,631

 引当金合計 3,631

(4) その他流動負債 10,095

 流動負債合計 399,657

5　繰延収益

  (1）長期前受金 5,715,149

      長期前受金収益化累計額 △ 2,685,629

 繰延収益合計 3,029,520

 負債合計 6,616,060

6　資本金

(1) 固有資本金 471,341

(2) 繰入資本金 562,370

 資本金合計 1,033,711

7　剰余金

(1) 資本剰余金

ｲ　国庫補助金 193,785

ﾛ　受贈財産評価額 1,743

 資本剰余金合計 195,528

(2) 利益剰余金

ｲ　当年度未処分利益剰余金 7,610

 利益剰余金合計 7,610

 剰余金合計 203,138

 資本合計 1,236,849

 負債資本合計 7,852,909

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部

(※)建設改良費等の財源に充てるための企業債
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（単位：千円）

1　営業収益

 (1) 下水道使用料 96,979

 (2) その他営業収益 779 97,758

2　営業費用

 (1) 管渠費 19,204

 (2) ポンプ場費 2,624

 (3) 処理場費 88,252

 (4) 業務費 9,562

 (5) 総係費 23,180

 (6) 減価償却費 279,299

 (7) 資産減耗費 37,830 459,951

営業損失 362,193

3　営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 1

 (2) 他会計補助金 302,949

 (3) 長期前受金戻入 140,197

 (4) 消費税及び地方消費税還付金 1

 (5) 雑収益 1 443,149

4　営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 44,170

 (2) 雑支出 7,700 51,870 391,279

経常利益 29,086

5　特別利益

 (1) 過年度損益修正益 19,324 19,324

6　特別損失

 (1) 過年度損益修正損 47,113 47,113

7　予備費

 (1) 予備費 1,200 1,200 △ 28,989

当年度純利益 97

前年度繰越利益剰余金 7,513

当年度未処分利益剰余金 7,610

<参考>

財源措置します。

　地方公営企業会計基準に基づき、損益計算書において「減価償却費」を営業費用に、「長期前受金戻入」

を営業外収益に計上していることから、営業収支が362,193千円の赤字となっていますが、実質的な営業損

益を算出するため、長期前受金戻入相当額を「減価償却費」から控除した場合には、221,996千円の赤字と

なります。

令和5年度　浜田市公共下水道事業予定損益計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

　営業外費用の支払利息及び企業債取扱諸費44,170千円のうち、16,300千円は企業債（資本費平準化債）で
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（単位：千円）

1.　業務活動によるキャッシュ・フロー　　

当年度純利益 97

減価償却費 279,299

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,897

賞与等引当金の増減額（△は減少） 38

長期前受金戻入額 △ 140,197

資産減耗費 37,830

受取利息及び配当金（△) △ 1

支払利息 44,170

過年度損益修正損 46,840

過年度損益修正益（△） △ 19,324

未収金の増減額（△は増加） △ 1,642

249,007

受取利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 44,170

業務活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（A） 204,838

2.　投資活動によるキャッシュ・フロー　　

固定資産の取得・建設改良による支出（△） △ 245,175

国庫補助金収入 104,090

投資活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（B） △ 141,085

3.　財務活動によるキャッシュ・フロー　

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 207,200

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還等による支出（△） △ 383,320

他会計からの出資による収入 107,253

一時借入金の借入による収入 400,000

一時借入金の返済による支出（△） △ 400,000

財務活動によるキャッシュ・フロー　　　　   (C) △ 68,867

資金増加額（△は減少額）　　　　 (A+B+C) △ 5,114

資金期首残高 34,462

資金期末残高 29,348

令和5年度　浜田市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

項　　　　　　目

　小　　　　　　計
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1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）固定資産の減価償却の方法について
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　浜田市公共下水道事業会計規則第86条の規定により定額法を適用。

保有している資産の主な耐用年数は次のとおり。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　浜田市公共下水道事業会計規則第86条の規定により定額法を適用。

保有している資産の主な耐用年数は次のとおり。

③ リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用する。

（2）引当金の計上方法について
① 貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を貸
倒引当金として計上している。

② 退職給付引当金
　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における職員に対する退職手当の
要支給額から、島根県市町村総合事務組合（退職手当組合）における積立金相当額
を控除した額を計上している。
　なお、公営企業会計移行の前日（令和2年3月31日）までに発生している退職給付
に係る債務については、公共下水道事業特別会計に係るものとして、一般会計で負
担することにしている。

③ 賞与等引当金
　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、
当事業年度末における支給及び支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計
上している。

（3）その他会計に関する書類作成のための基本となる重要な事項について
① 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

2.予定貸借対照表等に関する注記

（1）企業債の償還に係る他会計の負担について
　貸借対照表に計上されている企業債残高（1年以内に償還予定のものも含む）の
うち、浜田市(市長部局）との協定等に基づき一般会計が負担すると見込まれる額は
3,179,926千円である。

構築物 15～50

令和5年度　個 別 注 記 

種　類 耐用年数(年)
建物 8～50

機械及び装置 10～20

種　類 耐用年数(年)
ソフトウェア 5
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3.予定損益計算書に関する注記

　特記事項なし。

4.予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

（1）重要な非資金取引について　　該当なし。

5.セグメント情報に関する注記

（単位：千円）

合　　　計

6.減損損失に関する注記

（1）減損の兆候について　　該当なし。

7.重要な後発事象に関する注記　　該当なし。

8.その他の注記　　

（1）賞与等引当金の目的使用による取り崩しについて
　当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利
費の支払いを行うため、賞与等引当金3,482千円を取り崩す。

セグメント区分
公共下水道事業

事　業　の　内　容

特定環境保全公共下水道事業 国府地区、旭地区、三隅地区における、し尿・生活
雑排水等の処理

　　公共下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営していること
　から、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業の2つを報告セグメントとしている。

浜田市街地における、し尿・生活雑排水等の処理

公共下水道事業 特定環境保全
公共下水道事業

供用開始前のため
計上なし

営業収益 97,758 97,758
営業費用 459,951 459,951
営業損益 △ 362,193 △ 362,193

0 29,086 29,086経常損益
セグメント資産 521,981 7,330,928 7,852,909
セグメント負債 448,829 6,167,231 6,616,060
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　収　　入 （単位：千円）

1 524,227 45,702 569,929

(1) 112,504 △ 5,048 107,456

1 下水道使用料 111,725 △ 5,048 106,677

下 水 道 使 用 料 △ 5,048

(2) 411,723 31,426 443,149

2 271,219 31,730 302,949

他 会 計 補 助 金 31,730

3 長期前受金戻入 140,501 △ 304 140,197

長 期 前 受 金 戻 入 △ 304

(3) 0 19,324 19,324

1 0 19,324 19,324

過 年 度 損 益 修 正 益 19,324

　支　　出 （単位：千円）

1 524,783 46,160 570,943

(1) 471,413 △ 680 470,733

6 減価償却費 279,979 △ 680 279,299

有形固定資産減価償却費 △ 680

(3) 300 46,840 47,140

1 300 46,840 47,140

過 年 度 損 益 修 正 損 46,840

　収　　入 （単位：千円）

1 464,792 △ 52,140 412,652

(2) 9,000 △ 9,000 0

1 工事負担金 9,000 △ 9,000 0

工 事 負 担 金 △ 9,000

(3) 220,000 △ 29,100 190,900

1 企業債 220,000 △ 29,100 190,900

企 業 債 △ 29,100

(4) 121,293 △ 14,040 107,253

1 他会計出資金 121,293 △ 14,040 107,253

他 会 計 出 資 金 △ 14,040

　支　　出 （単位：千円）

1 669,751 △ 20,000 649,751

(1) 286,431 △ 20,000 266,431

1 管渠費 181,445 △ 20,000 161,445

工 事 請 負 費 △ 20,000

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

令和5年度　収益的収入及び支出明細書

款　　　　項　　　　目 既決予定額 補正予定額 計 節 金　額

過年度損益修正益

営 業 外 収 益

他会計補助金

特 別 利 益

款　　　　項　　　　目 既決予定額 補正予定額 計 節 金　額

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

特 別 損 失

過年度損益修正損

資 本 的 収 入

令和5年度　資本的収入及び支出明細書

款　　　　項　　　　目 既決予定額 補正予定額 計 節 金　額

企 業 債

他 会 計 出 資 金

工 事 負 担 金

款　　　　項　　　　目 既決予定額 補正予定額 計 節 金　額

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費
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1 

 

同意第 5 号 

 

   浜田市農業委員会委員の任命について 

 

 浜田市農業委員会委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する

法律第 8 条第 1 項の規定により、議会の同意を求める。 

 

  令和 5 年 12 月 1 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 中 田 善 喜 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 河 上 昭 二 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 団体職員 

氏  名 川 神 昌 暢 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 佐々木 京 子 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 大学准教授 

氏  名 伊 藤 知 世（旧氏：豊 田） 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 原 田 義 一 

生年月日 （省略） 

 

 

 

 



3 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 大 﨑 健 太 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 柿 元 信 次 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 岡 本 健 治 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 藤 若 裕 香 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 稲 田 勝 志 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 岩 谷 淳 志 

生年月日 （省略） 

 

 

 

 



4 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 青 葉  真 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 三 浦 寿 紀 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 高 橋 伸 幸 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 玉 田  一 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 南 谷  勇 

生年月日 （省略） 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 野 上 省 三 

生年月日 （省略） 

 

 

 

 



5 

 

住  所 （省略） 

職  業 農 業 

氏  名 皆 本 浩 己 

生年月日 （省略） 

 

(参 考) 

任 期   3 年 

根拠法   農業委員会等に関する法律第 10 条第 1 項 

 


